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研究成果の概要（和文）：自治体は身体活動量の増加を目的とした保健事業を展開しているが、事業内容を届け
たい人（ターゲット集団）の何％に事業の存在が認知されたのか等、事業評価に必要な基本的な情報すら把握で
きていないことが多い。また、関連イベントを開催してもターゲット集団の何％が参加しているのか等のデータ
が構造的に記録されていない。本研究では、身体活動量の増加を意図した保健事業を評価する方法を我が国で初
めて構築した。この評価方法によって、保健事業の質の向上を図ることができる。

研究成果の概要（英文）：Municipalities manage health promotions to enhance physical activity of 
community-dwelling people. However, there is no assessment methods that collect the information how 
the promotion has been done. Municipalities should collect the ratio of targeted people who know the
 health promotion. Further, no data have been recorded how many targeted people attend a health 
promotion event. This study aimed to develop an assessment method that collect and record the 
information on health promotions. Municipalities could improve their health promotion by using the 
method.

研究分野：健康支援学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
ペアレム（PAIREM）という評価枠組みを作成した。Pは数値目標を含んで計画するplan、Aはその事業をどれだけ
の地区が採用してくれたかのadoption、Iは地区でどの程度実施できたかを表すimplementation、Rはターゲット
とする住民の何割に情報を届けられたかを表すreach、Eは事業によって健康行動がどの程度変化したかを表す
efficacy、Mは地区ならびに住民がどの程度継続しているかを表すmaintenanceである。このPAIREMを用いて事業
のプロセスを記録することで成果を可視化できる。さらには従来の事業との比較や他市町との比較も可能とな
る。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
（1）身体活動・運動の不足が大きな健康問題を引き起こしている 
 身体活動・運動についての長期にわたる時系列的な調査は少ないものの、家事や仕事の自動化、
交通手段の発達により身体活動量が低下してきている（厚生労働省, 2012 ）。身体活動量の低下
は、生活習慣病の発症や、寝たきりや死亡の増加を引き起こしている（Lee et al., 2012）。 
 
（2）自治体での保健事業等における問題 
この健康問題を解決するべく、自治体は健康情報を流したり、健康教室を開催したりするなどの
保健事業を展開している。この保健事業を介して高リスク者（＝ターゲット集団）に身体活動量
を増加してもらうことを狙っている。しかし、高リスク者は健康情報を認知せず、また教室に参
加しない傾向にある（北九州市, 2008）。そして驚くことに、高リスク者が何人いて、その何％
が情報を認知し、教室に参加したか等のデータを構造的に記録するといった評価方法が構築さ
れていないという問題がある。 
 
（3）保健事業を評価する方法が定まっていない 
 保健事業の展開には、①行政区ごとに複数の機関や組織の協力が必要になる（Keller et al., 
2004）。その後、②キャンペーンや住民組織の体験発表などのイベントを実施すると（厚生労働
省, 2012）、③認知度が高まる。その上で④身体活動量が増加したかを測定する。さらに⑤一定
期間を経た後に、健康度が向上したかを検証することになる（Glasgow et al., 1999）。 
 このように、「行政区の協力」「イベントの実施」「認知度の向上」「身体活動量の測定」「健康
度の測定」といった複数の活動がすべて展開されることによって保健事業が円滑に進み、保健事
業の問題解決に繋がる。 
しかし、これら複数の活動を包括して評価する方法は定まっていない（鎌田, 2014）。あるい
は複雑すぎる（記録に多大な時間を必要とする）方法であるために用いられていない。結果とし
て、その活動で良かった
のか否かを振り返るこ
とができないという問
題がある（右図）。そし
て、その保健事業で健康
問題を解決したかを確
認しないまま、次の保健
事業を展開する悪循環
を生んでしまう。ここに
解決すべき研究上の問
題がある。 

 
（4）応募者が使用した評価方法 
応募者はこれまで、高齢者の保健事業に役立つ運動プログラム「スクエアステップ」を作成し、
その効果を複数の研究で検証してきた（Shigematsu et al., 2013他）【2014年の日本体力医学
会賞受賞】。スクエアステップはマット上に描かれた 40 個の正方形にステップしていくだけの
シンプルな運動プログラムである。高齢者の保健事業で狙っている体力向上、転倒予防、認知機
能向上といった効果が確認されている。ただし、これら一連の研究は「実験室の環境」でおこな
われたもので、地域住民の保健事業に役立つかは不明であった。そこで、先行研究の中でも包括
的な評価の枠組みである RE―AIM（Glasgow et al., 1999）を活用してスクエアステップによ
る保健事業を評価した（重松ら, 2013）。 

 
（5）依然として残されている研究の問題 

RE―AIMの概念は確立されてはいるものの、保健事業を評価する具体的な測定項目までは確
立されていない。応募者が先に検討したときは、概念を踏まえて独自に測定項目を定めたが（重
松ら, 2013）、その後も測定項目は依然として確立されていない。また、ここ数年間で RE―AIM
を用いた保健事業を評価する研究は増えてきているものの（重松, 2014）、日本の保健事業に沿
った測定項目は見あたらない。このことを受け、応募者は他機関の助成を受けて、先に検討した
測定項目（重松ら, 2013）を発展・充実させてきた。 

 
２．研究の目的 
 身体活動量の増加を意図した保健事業を評価する方法を我が国で初めて構築する。ダンベル
体操といった任意の運動プログラムにも適用できるか、またユーザビリティについても検討す
る。この評価方法の構築によって、保健事業の質の向上を図ることができる。 
 
３．研究の方法 



概略：評価枠組みの一つである RE―AIM
（Glasgow et al., 1999）に基づいて、日本の
保健事業向けに作成している身体活動増加
プログラムの評価方法である PAIREM（右
図）を、自治体に適用できるかについて検討
した。その後、ダンベル体操といった任意の
運動プログラムへの適用可能性を検証した。
さらには、全国規模で実施されているスポー
ツイベントでもこの枠組みを適用できるか
を検証した。 
  
４．研究成果 
（1）自治体における身体活動促進事業を
包括的に評価するモデル（PAIREM）の普及を
意図して、以下の 2つを実施した。 
 1 つ目は、学術団体である日本教育医学会
の定期刊行誌「教育医学」に特集を組んでも
らい、PAIREM を使った保健事業評価についての論文を 3編掲載した。3編のうちの 1編目は「健
康づくり事業を評価する手法」と題する著作であり、PAIREM の活用方法を分かりやすく解説し
た。2編目は「教育行政事業を正しく評価することで教育を推進させる」と題し、子どもにも適
用する方法について議論した。3 編目は「地域での市町村レベルのたばこ対策の評価」であり、
身体活動・運動以外の分野でも PAIREM を活用できるかについて検討した。 
 2 つ目の実施内容は、三重県津市の 2行政区における PAIREM に沿った事業である。PAIREM に
ついて理解を示した自治体保健師と協働することができ、PAIREM の 6 局面に含まれている A
（adoption 採用）と I（implementation 実施）を主に取り組んだ。A（採用）では各行政区内の
組織・団体に事業の趣旨に賛同してもらうことができた。具体的な組織・団体は、地域包括支援
センター、老人会、民生委員会、社会福祉協議会である。これまでの事業では市の一部署が実施
してきたに過ぎなかったが、本研究によって複数の組織・団体の協力を得られた。このことは事
業推進において意義深い。次に、I（実施）では 40 箇所の公民館・集会所にて事業を展開した。
これまでの事業は 1箇所で繰り返しおこなわれてきたが、多くの箇所で事業を展開できた。この
ことにより、無関心層にも事業内容を届けることができた。 
 以上、事業評価モデルの普及に取り組むとともに、モデルに沿った事業を自治体で推進できた。 
 
（2）自治体における身体活動促進事業を包括的に評価するモデル（PAIREM）を、全国の自治体
での事業に適用を試みた。その方法と結果は以下の通りである。 
 笹川スポーツ財団のチャレンジデーに 2016 年と 2017 年に参加した 115 自治体に対して質問
紙調査を実施した。質問紙では、周知あるいは運営に協力してくれた組織の種類、および当日に
参加できるプログラム数を尋ねた。また、参加率が顕著に高まった自治体など 6 自治体を抽出
し、準備内容や参加率を高める具体例を半構造化面接法でインタビューした。 
 その結果、2016 年の参加率 58％±18％は、2017 年の 63％±16％へと有意に増加していた。ま
た、両年ともチャレンジデーのことを周知してくれた組織は多かった。運営に協力してくれた組
織も多く、運営に協力してくれた自治体の参加率は有意に高かった。当日のスポーツプログラム
数と参加率との関連は有意ではなかったものの、負の相関関係にあったことから精選する必要
性が示唆された。在住・在勤在学以外の参加者を呼び込むプログラムを実施している場合、参加
率は有意に高かった。インタビュー調査による参加向上の準備内容は大きく 2つ挙げられた。そ
れらは、①チャレンジデーの周知・運営協力を広く求める方法、②チャレンジデーへの参加率を
高めるための具体的な取り組みであった。これらは質問紙調査の結果と合致していた。 
 以上のことから、スポーツイベント「チャレンジデー」では多くの組織に運営への協力を得る
とともに、当日のプログラムを精選し、呼び込みプログラムを実施することの重要性が認められ
た。また、それらの具体的な方法を把握することができた。 
 
（3）以上のことから、本研究によって身体活動量の増加を意図した保健事業を評価する方法を
構築することができた。これにより、保健事業の質の向上を図ることができる。 
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